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（１）中間貸借対照表                                                       (単位：百万円)

科          目
当中間期 (A)

(15.9.30 現在)

前年中間期(B)
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（２）中間損益計算書                                                       （単位：百万円）

科              目

当中間期 (A)

(平成 15.4.1～

平成 15.9.30)

前年中間期(B)

(平成 14.4.1～

平成 14.9.30)

(A) - (B)

前      期

(平成 14.4.1～

平成 15.3.31)

営 業 損 益 の 部
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（３）中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

満期保有目的の債券 ････ 償却原価法

子会社株式及び関連会社株式 ････ 移動平均法による原価法

その他有価証券  ････ 時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本�
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中間財務諸表の注記事項

（貸借対照表）

                                        (当 中 間 期     )     (前年中間期)     (前      期)

  1. �#霸�G磯a産,ﾉ減価�却鱗�ｭp
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                               (当 中 間 期     )       (前年中間期)       (前      期)

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額及び期末残高相当額

         １ 年 以 内      61 百万円 114 百万円 84 百万円

         １ 年 超      83 百万円 125 百万円 110 百万円

           合    計 144 百万円 240 百万円 194 百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

         支払リース料 50 百万円 81 百万円 150 百万円

         減 価償却費      
         相 当 額      

    なお、取得価額相当額及び未経過リース料中間期末残高相当額、期末残高相当額は、中間

    財務諸表規則、財務諸表等規則に基づき「支払利子込み法」により算定しております。減価

    償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

    よっております。


